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 計画策定の目的 

 目的 

  九州のほぼ中央に位置し、宮崎県の⻄の⽞関⼝となっている本町には、五ヶ瀬ハイランドス
キー場をはじめとする、年間を通して楽しめる観光資源や地域資源が⽴地しています。また、
阿蘇地域や⾼千穂地域等の有名な観光地とも隣接しているため、多くの観光客が移動し、⽴寄
りが期待できる地域です。 

現在、宮崎県と熊本県を結ぶ九州中央⾃動⾞道の整備が進んでおり、五ヶ瀬町内にもインタ
ーチェンジの設置が予定されています。九州中央⾃動⾞道には、SA/PA は整備されない予定
のため、道路利⽤者の休憩場所は、⼀般道路側で確保する必要があります。 

本町は、九州中央⾃動⾞道のほぼ中央に位置していることから、宮崎⽅⾯及び熊本⽅⾯から
の両⽅の道路利⽤者にとっての「休憩ポイント」としての地理的なポテンシャルを有してお
り、道路利⽤者が安らげる休憩施設としての寄与が可能となります。また、全国から集まる道
路利⽤者に対し、本町の特産品や農産物等の魅⼒や情報を発信し認知度を⾼めるとともに、地
域のにぎわい創出を図る拠点整備が望まれます。 

このようなことから、九州中央⾃動⾞道の延伸を⾒据え、（仮称）五ヶ瀬⻄インター周辺を
地域活性化の拠点と捉え、ソフト事業を含めた「活性化拠点施設」の整備等を図るべく、「活
性化拠点エリア」の基本構想を策定します。なお、活性化拠点施設及び、周辺の既存施設を含
めた範囲を「活性化拠点エリア」と位置づけます。 

 

 活性化拠点施設の整備候補地 

 「活性化拠点施設」の整備候補地は、アクセス性や集客性を考慮し、九州中央⾃動⾞道の（仮
称）五ヶ瀬⻄ IC に近接した場所とします。なお、（仮称）五ヶ瀬⻄ IC 周辺には、現在「特産セ
ンターごかせ」が⽴地していますので、当該施設の更新リニューアル及び、新たな⽤地取得を踏
まえた検討を⾏います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 １-１ 活性化拠点エリア
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 現況整理等 

 現状の課題 

表 ２-１ 五ヶ瀬町が抱える課題 

❶⼈⼝ 
・⼈⼝減少のスピードを抑え、町経営の維持が課題。 
・⾼齢化率 50％台後半になった際の産業の維持が課題（2020 年時点：42.90％）。 

❷農業 

・少⼦⾼齢化に伴う担い⼿不⾜により離農や兼業化が進んでいる。担い⼿の主
な年齢層は 60 代、次いで 50 代であり、今後も引き続き農業を継続できるよ
う、⽀援等の検討が必要。 

・あわせて、有害⿃獣被害による⽣産性・経済性の減退が課題。 
・今後は、地域の特徴を活かした作物の栽培の推進や、栽培技術の向上のための

⽀援などが必要。 
・農業基盤整備は遅れているが、⼀定の財源を要するため、補助事業等に依存し

なければ整備できない実情があり、既存施設の⽼朽化に伴う施設の改修等が
課題。 

・農家の⾼齢化等により、遊休農地の増加が懸念される。遊休農地は病害⾍や雑
草、外来動植物の温床となるリスクや、ゴミの不法投棄がなされる可能性があ
るため、遊休農地の対策が課題。 

❸林業 

・本町の森林は急峻な地形が多い上に、台⾵や豪⾬に⾒舞われやすい気象条件
下にあることから、林地崩壊等の災害が起きにくい強い森林づくりを進める
ことが重要。 

・今後も林産物の供給体制の維持や、従事者・後継者の確保等を図りながら、⽣
産性の⾼い林業経営の推進が必要。 

・また、環境問題への関⼼の⾼まりから林業が注⽬されつつある中、森林の維持
活動・林業が⾃然環境に果たす役割の啓発や、⾃然環境保護に対する住⺠や事
業者の意識向上を図りながら、森林の適正な整備を進め、⼈と⾃然が共⽣する
持続可能な森林づくりを進めることが重要。 

・森林の循環的利⽤を図るためにも、再造林が必要。 

❹商⼯業 

・商業分野は、⼈⼝減少による購買者の減少や、近隣市町への⼤型店舗の進出・
消費者需要の多様化等による町外への購買者流出が課題。 

・上記理由により町内店舗の経営悪化や、経営者の⾼齢化、後継者の不在による
廃業も年々増えていることから、廃業に伴う空き店舗の活⽤や事業承継への
対応も急務。 

・⾼齢化等に伴い買い物弱者が増加。これらの⼈々への買い物⽀援が必要。 
・⼯業分野は、既存の町内⽴地企業への⽀援・振興が必要。 

❺観光 
・観光は町の地域資源を町外へアピールする重要な機会の⼀つであり、近年増

加しているインバウンド需要を取り込むことを視野に、今後産業としてのさ
らなる発展を⽬指すことが重要。 
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❺観光 

・春の枝垂れ桜・秋の紅葉など、豊かな⾃然環境の観光資源としての活⽤が不⼗
分であることや、町全体としての観光振興の⽅向性の統⼀が不⼗分。・地域資
源は、地域住⺠や観光客によりその新たな価値が⾒出されてきている。今後は
三ヶ所・桑野内・鞍岡の各地域の連携を深め、住⺠協働型の地域資源発掘や、
観光のまちづくり意識の向上を図りつつ、経済⾯での波及効果を⽣み出して
いくことが重要。 

・五ヶ瀬ハイランドスキー場や五ヶ瀬ワイナリー等、町内施設の運営は、第三セ
クターが実施しており、コロナ禍等の影響もあり、売上が伸び悩んでいる実情
も踏まえ、経営改善が必要。 

❻交通 
・公共交通としてバスが３路線通っているが、今後⾼齢化が進⾏し、交通弱者が

増加することから、路線の再編や増便、コミュニティバスのデマンド化の検討
が必要。 

❼差別化 

・「特産センターごかせ」と機能が類似する施設（道の駅）が、近隣市町に８箇
所※存在しているため、各施設との差別化（棲み分け）を図る必要がある。 

 ※⼭都町で整備中の「道の駅（新）」は、通潤橋の機能を移設予定。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

❽関連事業 
 との連携 

・蘇陽五ヶ瀬道路が整備されることで、⾞の流れが変わるとともに、「防災機能
の向上」「救急医療の向上」「観光地間の連携強化」「原⽊輸送」など、道路整
備によりもたらされる効果を最⼤限活かしていくことが必要。 

・合わせて、IC 周辺や、地域資源周辺の整備（既存施設の有効活⽤）や地域資
源までの動線の道路整備等を進めることが重要。 

・九州中央⾃動⾞が全線開通した際には、五ヶ瀬町はちょうど中間に位置する
ため、休憩場所として利⽤されるポテンシャルを有している。このポテンシャ
ルを最⼤限活⽤する必要がある。 
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 交通量予測 

九州中央⾃動⾞道の整備に伴い、周辺の道路状況がどのように変化するか、将来交通量予測を
過年度業務「五ヶ瀬町地域活性化拠点エリア整備構想策定業務（令和３年度）」にて実施しました。
町内の各路線の将来交通量予測（町内流⼊交通量）の予測結果は以下のとおりです。国道 218 号
は現在 5,000 台/⽇程度の交通量ですが、九州中央⾃動⾞道が開通すると、1,000 台/⽇程度の交通
量に減少します。 

 
表 ２-２ 将来交通量予測結果 
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図 ２-１ 現況交通量（H27 年：実測値） 

H27ｾﾝｻｽ R3 R5 R10 R12 R13
蘇陽五ヶ瀬道路 - - - - 6,800 8,200
五ヶ瀬⾼千穂道路 - - - 7,200 7,200 8,600
国道218（熊本側） 5,096 4,600 5,100 7,100 300 400
国道218（延岡側） 5,775 5,300 5,800 900 900 1,100
国道265（南） 1,510 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400
国道265（北） 1,884 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700
国道503 1,619 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500
⽵⽥五ケ瀬線 324 300 300 300 300 300
⼟⽣⾼千穂線 111 100 100 100 100 100

― ― ― 
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 整備方針等 

上位・関連計画や活性化拠点エリア周辺の⽴地特性・条件等を踏まえ、本町が抱える課題を解
決するとともに、地域住⺠や町外からの来訪者が「訪れたい、また⽴ち寄りたい」と思えるよう
な施設を整備するために、整備の⽅向性及びコンセプトを定め、導⼊機能を検討します。 
 

 求められる役割 

五ヶ瀬町が抱える課題の全てを解決することはできませんが、「地域活性化拠点エリア」では、
地域の課題を解決する場としての役割が期待されます。 
 

 
図 ３-１ 求められる役割  

五ヶ瀬町が抱える課題 地域活性化拠点エリアに求められる役割

⼈⼝減少及び⾼齢化率の上昇に対応した取組みが必要

少⼦⾼齢化に伴う⼈⼿不⾜により、農業や林業の継続に向けた⽀援が必要。
遊休農地の対策が課題

農業は、有害⿃獣被害による⽣産性・経済性の減退が課題

農業基盤整備の遅れや、既存施設の⽼朽化に伴う施設の改修等が課題

急峻な地形が多い上に、台⾵や豪⾬に⾒舞われやすい気象条件下にあること
から、林地崩壊等の災害が起きにくい強い森林づくりを進めることが重要

環境問題への関⼼の⾼まりから林業が注⽬されつつある中、森林の維持活
動・林業が⾃然環境に果たす役割の啓発や、⾃然環境保護に対する住⺠や事
業者の意識向上を図りながら、⼈と⾃然が共⽣する持続可能な森林づくりを
進めることが重要

商業分野は、⼈⼝減少による購買者の減少や、近隣市町への⼤型店舗の進
出・消費者需要の多様化等による町外への購買者流出が課題

町内店舗の経営悪化や、経営者の⾼齢化、後継者の不在による廃業も年々増
え、廃業に伴う空き店舗の活⽤や事業承継への対応が急務

地域資源を町外へアピールし、近年増加しているインバウンド需要を取り込
むことを視野に、今後産業としてのさらなる発展を⽬指すことが重要

豊かな⾃然環境の観光資源の活⽤が不⼗分であり、町全体としての観光振興
の⽅向性の統⼀が不⼗分

住⺠協働型の地域資源発掘や、観光のまちづくり意識の向上を図りつつ、経
済⾯での波及効果を⽣み出していくことが重要

今後⾼齢化が進⾏し、交通弱者が増加することからも、バス路線の再編や増
便、コミュニティバスのデマンド化、新交通（グリーンスローモビリティ、
⾃動運転等）の導⼊等の検討も必要

「特産センターごかせ」等と機能が類似する道の駅等の施設が、近隣市町に
７箇所存在しているため、それらの施設との差別化（棲み分け）が必要

蘇陽五ヶ瀬道路が整備されることで、⾞の流れが変わるとともに、「防災機
能の向上」「救急医療の向上」「観光地間の連携強化」「原⽊輸送」など、
道路整備によりもたらされる効果を最⼤限活かしていくことが必要

IC周辺や、観光資源周辺の整備（既存施設の有効活⽤）等を進めることが重
要

九州中央⾃動⾞が全線開通した際には、五ヶ瀬町はちょうど中間に位置し、
休憩場所として利⽤されるポテンシャルを有している。このポテンシャルの
最⼤限活⽤が必要

〇 観光拠点の整備
・五ヶ瀬町の特産品を紹介、販売する場所
・五ヶ瀬町の観光資源を紹介する場所
・世界農業遺産等の情報を観光案内できる場

所（世界農業遺産の⽞関⼝に位置）
・グリーンツーリズムや農村⺠泊等の窓⼝
・五ヶ瀬町の⽞関⼝であり、五ヶ瀬町の

「顔」となる場所
・レンタサイクル、トレッキング⽤品の貸し

出し場所
・拠点整備と合わせて、周辺部の地域資源周

辺の環境改善

〇 産業（農業・林業）の活性化
・農産物等の直売所
・五ヶ瀬町ブランド、オリジナル商品を開発、

販売できる場所
・新たな雇⽤が確保できる場所
・町の基幹産業である、農業・林業を広くア

ピールする場所

〇 ⽣活環境の向上
・新たな雇⽤が確保できる場所
・⾼速バスと路線バス、コミュニティバスの

結節点（町⺠、観光客の交通⼿段）
・買い物の宅配サービス

〇 広域ネットワークの休憩スペース
・九州中央⾃動⾞道や⼀般国道利⽤者等の休

憩スペース
・SA/PA機能の代替場所
・RVパーク、トラックステーション等の宿

泊場所

〇 地域活性化拠点エリア以外で対応する課題

森林の循環的利⽤を図るためにも、再造林が必要。

⾼齢化等に伴う交通弱者の増加により、⾼齢者等の買い物弱者への買い物⽀
援が必要。

コロナ禍等の社会情勢を踏まえた、第３セクターの経営改善が必要。

〇 安全性の向上
・災害時の町⺠、観光客等の避難場所
・安全が確保できる場所
・防災活動ができる場所

❶

❸

❸

❹

❹

❹

❺
❺

❺

❺

❻

❼

❽

❽

❽

❷
❸
❷

❷
❸
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 整備の方向性 

・宮崎県の⻄の⽞関⼝としてのポテンシャルを活かし、町内外から⼈を呼び込みます。 
・地域住⺠の⽣活環境の向上、産業（農業・林業）の活性化、観光拠点の整備、広域ネットワー

クの休憩スペースの確保を⾏い、五ヶ瀬町の課題解決につなげます。 
・地域活性化拠点エリアの拠点となる新施設（活性化拠点）を整備するとともに、既存の施設と

の連携を図ります。 
・活性化拠点施設と既存施設の「役割分担」を明確にし、それぞれの施設の機能強化を図ります。 
・九州中央⾃動⾞道からの利⽤を最⼤限活かすために、⾼速道路上に「IC 出⼝より〇〇〇ｍ」と

いう標識を設置できるように、できる限り（仮称）五ヶ瀬⻄ IC 付近に整備します（理想は、
ハイウェイオアシス※形式で、⾼速道路から直結できる場所に整備）。 
※ハイウェイオアシス：⾼速道路上にある SA や PA に接続した公園や地域振興施設等の呼称。

⾼速道路から降りず、施設等を利⽤できる。 
            ➡ 宮崎県川南町の「かわみなみ PLATZ」の整備形式  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３-２ 高速道路上の案内標識（道の駅）  
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 活性化拠点施設と既存施設の役割分担 

地域活性化拠点エリアを整備するにあたり、拠点となる「活性化拠点施設」を新たに整備する
とともに、「既存施設」の棲み分けを明確にするために、役割分担を⾏います。 
 

表 ３-１ 活性化拠点施設と既存施設の役割分担 

 活性化拠点施設 既存施設 

役割 

・五ヶ瀬町の全ての窓⼝として機能
させ、周辺の既存施設等の案内、情
報発信等（周辺町村案内も） 

・トレッキング⽤品の貸し出し等、周
辺観光資源への誘導促進 

・直売所等の機能集約 

・直売所等の周辺施設と同じ機能は
活性化拠点施設に集約し、既存施設
ならではの専⾨性や、独⾃性を⾼め
る 

（例：ワイナリーでは⼯場に特化する
等） 

連携 
・他施設の紹介 ・活性化拠点施設の機能補完 
・従業員の融通（※第三セクターを集約した場合） 
・交通接続（コミュニティバス等） 

 
 

【活性化拠点施設と既存施設の役割分担イメージ】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３-３ 役割分担のイメージ  
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 コンセプト 

五ヶ瀬町に整備予定の IC は、宮崎と熊本を結ぶ九州中央⾃動⾞道のほぼ中央に位置しており、
⾼速道路利⽤者等の休憩場所としての活⽤が⾒込まれます。このため、五ヶ瀬町を起点に、観光
情報の提供や町内及び⾼速道路に接していない周辺町村の特産品も取り扱うなど、宮崎県の⻄の
⽞関⼝として、観光⾯等における県の総合窓⼝的な役割を担う場所としていきます。 

また、五ヶ瀬町は温暖気候の宮崎県では珍しく、スキー場を有しており、四季を感じ・楽しむ
ことのできるとても珍しい地域です。特に、国内最南端の天然雪スキー場というポテンシャルは、
他の九州内のスキー場（⼤分）と⽐較しても知名度が⾼いことからも、年間を通じて楽しめる町
であることをアピールしていきます。 
 

 

 
図 ３-４ 地域活性化拠点施設との連携 

  

九州中央⾃動⾞道

熊本県 宮崎県

スキー

温泉

滝

ワイン

椎葉村

諸塚村

活性化拠点
施設

九州中央⾃動⾞道

宮崎県の
⻄の⽞関⼝

寺

情報

情報

情報

情報
情報

情報発信・農産物販売・休憩施設 等

農産物

農産物 農産物

コンセプト❶ 
・宮崎県の⻄の⽞関⼝として、観光⾯等における県の総合窓⼝的な役割を担う場所 
 
コンセプト❷ 
・四季を感じられる地域性を活かし、年間を通じて楽しめる町であることをアピールする場所
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【五つの季節がある町】… 季節別の主な観光資源 

 
 
 
 
 
 
     
 
 
 
 

【五ヶ瀬町】… ５case   ５ケース 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

温暖気候の宮崎県では珍しく、四季（春夏秋冬）を感じ・楽しむことのできるポテンシ
ャルを有し、さらに季節と季節のあいだの、もうひとつの季節を有する町として、「五つの
季節がある町」という表現とします。 

また、年間を通じて様々な体験ができる五ヶ瀬町において、「⾷べる」「買う」「休む」「知
る」「集まる」を代表的な５つのケース（５case）に設定し、地域名である「ごかせ」➡「五
ヶ瀬町」に変換した表現とします。 

 

：しだれ桜咲く春    …  桜 

：茶の⾹る夏      …  ホタル、キャンプ、滝、登⼭ 

：紅葉⾊付く秋     …  紅葉、ワイン 

：⽩銀に輝く冬     …  スキー場、雪 

：特産品（五ヶ瀬ワイン、林産物、お茶、ジビエ等）、郷⼟料理などが⾷べられる環境 

：地域の特産品や、周辺町村の特産品を購⼊できる環境 

：温泉、滝（リフレッシュ）、駐⾞場（道路休憩施設）等のように、⼼⾝を休める環境 

：五ヶ瀬町の観光資源、特産品、世界農業遺産、歴史・⽂化を知ることのできる環境 

：町内外の⼈（住⺠・観光客）、モノ（特産品）、情報等が集まる拠点となる環境 

：もうひとつの季節   …  肌で感じるあなただけのすばらしい季節 



第３章 整備⽅針等 

１０ 

 整備方針 

 

地域活性化拠点の整備⽅針は、前項にて設定したコンセプトを基に、地域住⺠や国道利⽤者
が気軽に利⽤でき、さらに、⾼速道路利⽤者も⽐較的容易に利⽤ができる場を設定します。 
 
＜整備⽅針１＞ 五ヶ瀬町の魅⼒を町内外に発信する拠点 

・五ヶ瀬町に点在する観光資源を巡る拠点 
・五ヶ瀬町の特産品や観光資源等の魅⼒を発信する拠点 
・地域のイベントや観光情報等、町内外の⼈に伝える拠点 

 
＜整備⽅針２＞ 五ヶ瀬町の⽣活を⽀える中⼼拠点 
 ・五ヶ瀬町の⽣活を⽀える最寄品等を集積した拠点 

・地域住⺠のみならず、道路利⽤者も利⽤可能な防災拠点（広域防災） 
 ・新規雇⽤確保や、地場産業の改善等を促す⽀援拠点 
 
＜整備⽅針３＞ ⼈、モノ、情報の集まる拠点（オアシス） 
 ・五ヶ瀬町の特産品、周辺町村の特産品の集まる拠点 
 ・五ヶ瀬町における交通結節拠点（⾃家⽤⾞・⾼速バス・レンタサイクル等） 
 ・町⺠、観光客（宮崎⽅⾯・熊本⽅⾯）が集まる拠点 
 

 

各既存施設の整備⽅針は、前項にて設定したコンセプトを基に、活性化拠点施設を補完でき
る施設及び場所とします。 

なお、特産センターごかせについては、活性化拠点施設内に機能を包含するものとします。 
 
＜対象施設＞ 
 ・五ヶ瀬ハイランドスキー場 
 ・五ヶ瀬ワイナリー 
 ・ごかせ温泉 森の宿 ⽊地屋 
 ・五ヶ瀬の⾥キャンプ村 
 ・その他の観光資源（うのこの滝、浄専寺の枝垂れ桜 など） 
 
＜整備⽅針＞ 
 ・専⾨性の特化、独⾃機能の強化 
 ・施設周辺の環境整備（道路・駐⾞場等） 
 ・各施設間の交通ネットワークの強化、アクセス強化 
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 導入機能の検討 

 活性化拠点施設 

活性化拠点施設に必要な機能について、前段で整理したコンセプトや整備⽅針をもとに以下の
とおり整理し、導⼊機能を検討します。 

 

表 ４-１ 導入機能項目 

機能 施設例 ⽅針 

１．情報発信機能 

・観光案内所 
・地域内外の情報発信 
・道路情報、災害情報等の案内 
・農村⺠泊の窓⼝ 
・グリーンツーリズム受付  等 

整備⽅針１、３ 

２．休憩機能 

・道路利⽤者の休憩所 
・トイレ 
・駐⾞場、RV パーク 
・⼦育て応援施設、キッズコーナー 
・ガソリンスタンド、電気⾃動⾞充電施設 等 

整備⽅針３ 

３．地域連携機能 
（雇⽤・販売・加⼯） 

・直売所 
・飲⾷スペース 
・６次産業施設（開発・加⼯） 
・レンタルスペース（会議室等） 
・トレッキング⽤品の貸し出し 
・コンビニエンスストア    等 

整備⽅針２、３ 

４．防災機能 

・備蓄倉庫、災害対応給⽔施設 
・ヘリポート（場外離着陸場） 
・⾮常⽤電源装置、太陽光発電 
・災害対応駐⾞場 
・情報提供施設     等 

整備⽅針２ 

５．交通結節点機能 

・⾼速バス停留所 
・パーク＆ライド 
・レンタサイクルの貸し出し 
・物流拠点            等 

整備⽅針３ 
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五ヶ瀬町を訪れた⼈々の総合窓⼝となるように、観光案内所を整備します。 
そこでは、五ヶ瀬町の農業や林業に関する情報、各種⼩売・飲⾷・サービス業等に関する情

報に加え、五ヶ瀬町の⾃然資源、歴史資源等、多様な地域資源の情報や県内・近隣市町村の観
光情報を収集・編集し、コンテンツとして情報発信・展⽰を⾏うものとします。また、海外か
ら訪れる外国⼈観光客にも対応できるよう、誰にも分かりやすいサイン表⽰、情報提供を⾏う
ものとします。 

さらに、道路情報や災害情報、緊急医療情報等、施設利⽤者が必要とする情報をリアルタイ
ムで発信する機能の導⼊や、無料 Wi-Fi サービスの実施により、個⼈のスマートフォンやタブ
レットを通じて検索サービスの充実を⽬指します。 

〈導⼊施設・設備〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

◆ICT を活⽤したインフォメーション機能（地域の観光情報、道路情報、緊急医療情報 等） 
◆観光案内所   ◆グリーンツーリズム受付・農村⺠泊の窓⼝等 
◆市内観光パンフレットの設置     ◆市内事業者を紹介するショップカードの掲⽰ 
◆ピクトグラム等を⽤いた案内サイン  ◆フリーWi-Fi   等 

ショップカード置き場 

道の駅：富楽⾥とみやま 

観光案内所 

出典：宮崎市 HP 
大型モニター（道路情報等） 

出典：NEXCO 東⽇本 HP 

フリーWi-Fi 

出典：⽇之影町 HP 
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道路利⽤者をはじめ、新たな拠点施設を訪れた施設利⽤者が快適に利⽤できる 24 時間利⽤
可能で清潔なトイレを設置します。また、施設利⽤者がゆっくりと快適に休憩できるスペース
を確保します。さらに、⼦どもを持つ家族が快適かつ安⼼して施設を利⽤できるよう、授乳・
オムツ替えなどのできる⼦育て応援施設やキッズスペースの設置を⾏うものとします。 

駐⾞場については、交通量や施設利⽤に応じた規模を確保し、誰もが停めやすい、安全でゆ
とりある駐⾞スペースを確保するとともに、障がい者等⽤の駐⾞スペースは、主要施設へのア
クセスを考慮した配置を検討します。 

〈想定される導⼊施設・設備〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

◆施設利⽤者の休憩所   ◆トイレ   ◆駐⾞場   ◆⼦育て応援施設  
◆授乳室   ◆オムツ替えスペース   ◆キッズスペース（⼤型遊具） 
◆⾜湯    ◆ドッグラン（⽝の休憩スペース） 
◆ガソリンスタンド    ◆電気⾃動⾞充電施設 等 

日本一きれいなトイレ 子どもがワクワクするキッズスペース 

電気自動車充電施設 

⼦育て⽀援施設：広島県府中市 

道の駅：ららん藤岡 

道の駅：たいじ 



第４章 導⼊機能の検討 

１４ 

 

五ヶ瀬町の農林業の振興に向け、新たな賑わいを創出させるための機能を設けるほか、本施
設をきっかけとした交流⼈⼝の拡⼤を図る仕掛けを設けるものとします。 

五ヶ瀬町の農産物、農産加⼯品等を販売する農産物直売施設、特産品・⼟産物等を販売する
施設、五ヶ瀬町の農産物、商⼯品を使った料理や軽⾷等を提供する飲⾷施設に加え、購⼊した
商品やテイクアウトした商品を⾃由に座って⾷べることのできる客席を整備するものとします。 

 

〈想定される導⼊施設・設備〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

◆農産物直売所    ◆飲⾷スペース   ◆調理実習室 
◆購⼊したものをその場で調理して⾷べられるスペース（BBQ 等） 
◆まちの料理の達⼈が集まる加⼯所（６次産業施設） 
◆多⽬的室（陶芸体験、⼦ども習い事、趣味・サークルの場） 
◆レンタルスペース  ◆トレッキング⽤品の貸し出し  ◆コンビニエンスストア  等 

農産物直売所 

飲食スペース 

コンビニエンスストア 

農産物の出荷場 

出典：道の駅⻘雲橋 HP 

出典：道の駅⻘雲橋 HP 道の駅：ららん藤岡 

道の駅：七城メロンドーム 
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近年、頻発する集中豪⾬をはじめ、⼤規模な地震などの⾃然災害発⽣時において、周辺住⺠
及び道路利⽤者等の避難所としての活⽤に加え、救援物資の集積場として利⽤できるスペース
や設備の設置を検討します。 

また、災害時の広域的な防災拠点として利⽤できるよう、災害時でも使⽤できる⽔、電気、
トイレなどについて継続的に検討を⾏うものとします。 

〈想定される導⼊施設・設備〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

◆災害対応給⽔設備      ◆⾮常⽤電源設備、太陽光発電 
◆災害対応駐⾞場       ◆情報提供施設（⼤型モニター、掲⽰板） 等 

太陽光パネル（下部：駐車場） 

出典：道の駅公式 HP（道の駅：どまんなか たぬま） 
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五ヶ瀬町に住む⼈にとって、町内のみならず町外に気軽に⾏くことができ、また町外から来
た⼈が、五ヶ瀬町の観光資源等に容易に⾏くことができる公共交通の拠点として、バス停留所
等の整備を⾏うものとします。 

さらに、⾼速バス会社や運送会社と連携し、五ヶ瀬町や近隣町村（椎葉村・諸塚村等）で⽣
産された品物（農産物・加⼯品等）を町外に輸送するための物流拠点の整備に向けた検討を⾏
うものとします。 

〈想定される導⼊施設・設備〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

◆⾼速バス停留所    ◆パーク＆バスライド    ◆レンタサイクルの貸し出し 
◆物流拠点   等 

出典：産交バス HP 

高速バス停留所 貨客混載（高速バス） 

パーク＆バスライド 

出典：国⼟交通省 HP 道の駅：ららん藤岡 
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 周辺の既存施設 

周辺の既存施設では、活性化拠点施設との連携及び、活性化拠点施設の機能を補完するととも
に、独⾃のポテンシャルを最⼤限活かす上で必要な機能等を整理します。 
 

 

スキー場のパーキングセンター敷地内にある既存施設を登⼭客の休憩所及びキャンプ場施設
として改修し、オールシーズン活⽤できる施設の検討を⾏います。 

既存施設等 拡張・強化・追加機能 
・スキー場（観光） 
・駐⾞場（休憩） 
・レンタル⽤品貸出所（観光） 
・レストラン（飲⾷） 
・売店（販売） 

・体験機能（グリーンシーズンの利活⽤：登⼭・星空等、
キャンプ施設の整備） 

・休憩機能（登⼭客のトイレ、休憩所の整備） 
・交通機能（交通ネットワーク強化） 
・情報発信機能（活性化拠点施設等の情報発信） 

 

 

五ヶ瀬ワイナリー周辺については、⽵⽥五ヶ瀬線の波帰之瀬橋の供⽤に伴う阿蘇⽅⾯からの
交通量増加や、⾼速道路の開通を⾒越し、五ヶ瀬ハイランド同様のキャンプ施設の検討や、阿
蘇眺望が楽しめる周辺整備を含めた総合レジャー施設の検討を⾏います。 

既存施設等 拡張・強化・追加機能 
・ワイン製造（加⼯・雇⽤） 
・ワイン⼯場⾒学（観光） 
・レストラン（飲⾷） 
・直売所（販売・観光・雇⽤） 
・阿蘇の眺望（観光） 
・ブドウ農園（雇⽤） 

・⽣産機能（ワインの⽣産⼒：⼯場拡⼤、ブドウの⽣産⼒：
農園の耕作⾯積拡⼤・従業員確保） 

・体験機能（⼯場⾒学スペースの拡⼤） 
・交通機能（観光バス駐⾞場整備、バス停の整備、交通ネ

ットワーク強化） 
・情報発信機能（眺望等の魅⼒発信、活性化拠点施設等の

情報発信） 
・レジャー機能（キャンプテントサイト、阿蘇眺望が楽し

める総合レジャー施設、展望所 等） 
 

 

ごかせ温泉森の宿「⽊地屋」周辺をキャンプテントサイト及び、オートキャンプ施設として
活⽤することで、地域の商店街を含めた地域活性化を図ります。 

また、⾼速道路が開通することで、五ヶ瀬の⾃然を感じてもらえるような仕組みを構築しま
す。 

既存施設等 拡張・強化・追加機能 
・レストラン（飲⾷） 
・直売所（販売・観光・雇⽤） 
・宿泊（温泉） 

・交通機能（バス停の整備、交通ネットワーク強化） 
・情報発信機能（活性化拠点施設等の情報発信） 
・レジャー機能（キャンプテントサイト、オートキャンプ

施設の整備） 
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五ヶ瀬の⾥キャンプ村は、五ヶ瀬ハイランド及び五ヶ瀬ワイナリーとは違う総合的キャンプ
施設として位置づけ、必要に応じて施設の改修を⾏い、⾃然を感じてもらうレジャー施設の検
討を⾏います。 

既存施設等 拡張・強化・追加機能 
・キャンプ場 ・レジャー機能（総合的キャンプ施設、⾃然が感じられるレジャー施設

の整備） 
 

 

うのこの滝は、滝つぼの⼤きさが 5,000 ㎡、滝の落差は 20ｍです。柱状節理の奇岩に囲まれ
た滝つぼは、⼭の間にぽっかりと丸い⽳があいたような独特の景観であり、五ヶ瀬町の観光ス
ポットにするためにも、展望所の整備・アクセス道の整備・吊り橋などの検討を⾏い、さらな
る誘客を⽬指します。 

既存施設等 拡張・強化・追加機能 
・滝や枝垂れ桜等

の資源（観光） 
・交通機能（園路の整備、アクセス道路の整備、バス停の整備、交通ネ

ットワーク強化 等） 
・情報発信機能（活性化拠点施設等の情報発信） 
・回遊機能（拠点施設から「うのこの滝」に繋がる周遊コースの整備） 
・展望機能（うのこの滝：展望所整備、吊り橋等の設置） 

 

 
図 ４-１ 既存施設の新たな取組 
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 施設規模の検討 

整備構想段階における規模設定では、限られた敷地内にその機能を導⼊できるかの判断材料と
することが主⽬的になるため、道の駅の既往調査結果等に基づき、各機能の平均的な規模を参考
に設定するとともに、同規模の近隣類似施設の事例を提⽰します。 

また、今後、道の駅の登録を⽬指すためにも、道の駅の登録要件である機能を盛り込むととも
に、施設の必要規模の算定を⾏います。 

 

 施設規模の算定対象の設定 

 

前項までに整理した、想定される機能のうち、⺠業圧迫のリスクのある「コンビニエンスス
トア」及び、五ヶ瀬町役場で既に同機能を有している「備蓄倉庫」、⼭間部の限られた⼟地にお
いて、広範囲な⼟地を必要とする「ヘリポート」については、今回の規模算定からは除外し、
以下の施設を対象とします。 
 

表 ５-１ 規模算定の対象施設 

導⼊機能 規模算定対象施設 

情報発信機能 
情報提供施設 
観光案内所等 

休憩機能 

駐⾞場 
トイレ 
休憩施設 
キッズスペース、授乳室 

地域連携機能 

農産物直売所 
飲⾷スペース 
６次産業施設（加⼯場） 
会議室 
事務所 

防災機能 防災情報提供施設 

交通結節機能 
パーク＆ライド施設 
⾼速バス・路線バス停留所 

 
  

第５章 施設規模の検討 
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規模算定に⽤いる活性化拠点施設の前⾯道路の交通量は、⾼千穂雲海橋道路供⽤時の最⼤の
交通量とし、さらに、国道 218 号及び蘇陽五ヶ瀬道路の合計値とします。 
 

表 ５-２ 将来計画交通量 

 国道 218 号 蘇陽五ヶ瀬道路 合計 
将来計画交通量 400 台 8,200 台 8,600 台 
 

表 ５-３ 対象施設の算定方法 

規模算定対象施設 算定⽅法 
情報提供施設 ・道の駅等の類似事例を参考に設定する。 
観光案内所等 ・道の駅等の類似事例を参考に設定する。 
駐⾞場 ・NEXCO 設計要領（「休憩施設設計要領 ⻄⽇本⾼速道路株式会

社 H17.10」（以下、H17 休憩施設設計要領という）を準⽤する。 
・道の駅の登録要件も考慮し、国が整備する第⼀駐⾞場及び、町が

整備する第⼆駐⾞場に分けて算出する。 
トイレ ・NEXCO 設計要領（「設計要領 第六集 建築施設編 第１編 休

憩⽤建築施設 ⻄・中・東⽇本⾼速道路（株）R1.07」（以下、R1
休憩⽤建築施設設計要領という）を準⽤する。 

・地域連携施設内に設置するトイレは、飲⾷施設及び物販施設の
利⽤者数から、給排⽔衛⽣設備規準・同解説（商業施設の場合）
に基づき、算出する。 

休憩施設 ・R1 休憩⽤建築施設設計要領の「休憩所の標準規模」を準⽤する。 
キッズスペース、授乳室 ・道の駅等の類似事例を参考に設定する。 
農産物直売所 ・道の駅等の類似事例を参考に設定する。 
飲⾷スペース ・道の駅等の類似事例を参考に設定する。 
６次産業施設（加⼯場） ・道の駅等の類似事例を参考に設定する。 
会議室 ・道の駅等の類似事例を参考に設定する。 
事務所 ・新営⼀般庁舎⾯積算定基準を⽤いて算定する。 
防災情報提供施設 ・上記「情報提供施設、観光案内所等」に含める。 
パーク＆バスライド施設 
（駐⾞スペース） 

・必要台数を、上記「駐⾞場」の H17 休憩施設設計要領の１台あ
たりの⾯積を乗じて算出する。 

⾼速バス・路線バス停留所 ・道路構造令の駐⾞マス規模を⽤いて算定する。 
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 施設規模の算定 

 

情報提供施設については、道の駅整備を想定した場合、国側で整備する情報提供施設と、町
側で整備する観光案内所等の情報提供施設の２種類整備することになります。そこで、国側と
町側で整備するそれぞれの必要規模を算出します。 
 

 １） 国側で整備する情報提供施設 

国との⼀体型整備の場合、整備事例では 100 ㎡前後の規模となっていることが⼀般的です。
よって、施設規模 100 ㎡を想定します。 

以下に九州地⽅整備局管内で⼀体型道の駅として整備された道の駅（「くるめ」「うきは」※）
の平⾯図と⾯積を⽰します。※道の駅「うきは」は⼩規模なタイプ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ５-１ 道の駅「くるめ」の休憩・情報提供施設レイアウト  
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図 ５-２ 道の駅「うきは」の情報提供施設レイアウト  

 
 

 ２） 町側で整備する観光案内所 

観光案内所は、「道の駅⻘雲橋」の事例を参考に、約 25 ㎡と設定します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ５-３ 道の駅 青雲橋の配置図（１階）  

⾯積：62.8 ㎡ 

情報提供施設 

事務室 

TV 
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 １） 駐車場 

駐⾞場の規模は、以下に⽰す H17 休憩施設設計要領に従って計画交通量から駐⾞マス数及
び、必要⾯積を算出します。 

また、今後道の駅として整備する可能性もあるため、道の駅登録要件を踏まえ、国側で整備
する駐⾞場を「第⼀駐⾞場」、町側で整備する駐⾞場を「第⼆駐⾞場」と分類し、それぞれの
駐⾞マス数を算出します。 

なお、算定に⽤いる⼤型⾞混⼊率及び⾞種区分は下表に⽰すとおり設定します。 
 

表 ５-４ 大型車混入率及び車種区分比率 

 ⽐率 備考 
⼤型⾞混⼊率 10.0％ H27 道路交通センサスより設定 
⼤型⾞⾞種区分
⽐率 

⼤型バス：5％ 
⼤型貨物：95％ 

H17 道路交通センサス（全国）の割合から、観光地に
近接していることを考慮して、⼤型バスを５％と設定 

 
 

表 ５-５ 駐車マス数 

駐⾞場 
駐⾞マス数 

⼩型⾞ ⼤型バス ⼤型⾞ 計 
第⼀駐⾞場 31 台 1 台 6 台 38 台 
第⼆駐⾞場 49 台 1 台 0 台 50 台 
合計（敷地全体の駐⾞マス数） 80 台 2 台 6 台 88 台 

 
 

表 ５-６ 駐車場の規模 

駐⾞場 必要⾯積 
第⼀駐⾞場 1,220 ㎡ 
第⼆駐⾞場 1,087 ㎡ 
合計（敷地全体の駐⾞マス数） 2,307 ㎡ 
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■「休憩施設設計要領 ⻄⽇本⾼速道路株式会社[平成 17 年 10 ⽉]」 
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  a） 第一駐車場（国）の規模算定 

第⼀駐⾞場の規模は、H17 休憩施設設計要領の PA 基準を⽤いて算出します。算出結果を
以下に⽰します（図３-４）。 

 

 

図 ５-４ 第一駐車場の駐車マス数の算定結果  
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  b） 第二駐車場（町）の規模算定 

第⼆駐⾞場の規模は、H17 休憩施設設計要領の SA 基準（図３-５）を⽤いて算出した値か
ら、前⾴で算出した PA 基準（図３-４）を差し引いた値を⽤います。 

 

 
図 ５-５ SA 基準の駐車マス数の算定結果  
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 ２） トイレ 

トイレの規模は、道の駅登録の要件にも対応できるよう、国側で整備する道路利⽤者向けの
トイレと、町側で整備する活性化拠点施設の利⽤者向けのトイレに分けて算出します。 
 

  a） 道路利用者向けのトイレ 

道路利⽤者向けのトイレ規模は、第⼀駐⾞場の駐⾞マス数及び「設計要領 第六集 建築施
設編 第１編 休憩⽤建築施設 ⻄・中・東⽇本⾼速道路（株）、令和元年７⽉」を⽤いて算
出します。なお、算定結果を以下に⽰します。 

 
表 ５-７ トイレの規模 

数量 
男⼦便器：⼩ 3 器 
男⼦便器：⼤（洋式） 2 器 
⼥⼦便器：⼤（洋式） 8 器 

⾯積 トイレ施設 139.2 ㎡ 
 

表 ５-８ 必要トイレ基数の算定結果 
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■「設計要領 第六集 建築施設編 第 1 編 休憩⽤建築施設 ⻄・中・東⽇本⾼速道路（株）
令和元年 7 ⽉」 
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  b） 活性化拠点施設の利用者向けのトイレ 

活性化拠点施設の利⽤者向けのトイレは、飲⾷施設及び物販施設の利⽤者数から、給排⽔
衛⽣設備規準・同解説（商業施設の場合）に基づき、算出します。 
【利⽤者数の算出】 

・飲⾷施設及び物販施設の利⽤者数は、売り場⾯積(㎡)×0.3（⼈⼝密度）で算出されます。 
・両施設の売り場⾯積（㎡）は、飲⾷施設（251 ㎡）と物販施設（412 ㎡）の８割を⾒込む

ものとした場合、160 ⼈となります（≒(251 ㎡+412 ㎡)×0.3×0.8）。 
【トイレ規模の算出】 

・技術要項では、利⽤者（160 ⼈）の男⼥⽐率（男:⼥）は 4:6 であるため、男性利⽤者数
は 64 ⼈、⼥性利⽤者数は 96 ⼈となります。 

・下図の器具適正個数（図）よりトイレ規模（標準レベル）としては以下のとおりとなり
ます。 

  ●男⼦：⼤便器２器、⼩便器２器、洗⾯器２器 
  ●⼥⼦：⼤便器３器、洗⾯器２器、パウダールーム 
   ※）バリアフリーに配慮して上記に多⽬的トイレ１器を追加します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料）給排⽔衛⽣設備規準・同解説 

男性利⽤者数 64 ⼈ 

⼥性利⽤者数 96 ⼈ 
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「設計要領 第六集 建築施設編 第 1 編 休憩⽤建築施設 ⻄・中・東⽇本⾼速道路（株）
令和元年７⽉」の１⼈あたり⾯積を乗じて、58.0 ㎡と算出しました。 

 

 ３） 休憩施設 

地域振興施設内の事務所の規模は、R1 休憩⽤建築施設設計要領における休憩所（休憩所、
インフォメーション、救護室、事務室、湯茶接待室で構成）とし、140 ㎡と設定します。 

 
表 ５-９ 休憩所の標準規模 

 
 
 
 
 
 
 

資料）休憩⽤建築設計要領            

 

 ４） キッズスペース、授乳室 

キッズスペースは、「道の駅⻘雲橋」の事例を参考に、キッズスペース約 70 ㎡及び、授乳室
7 ㎡とそれぞれ設定します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ５-６ 道の駅 青雲橋の配置図（１階） 
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 １） 農産物直売所 

農産物直売所の必要規模は、「『道の駅』を拠点とした地域活性化 調査研究報告書（H24.3
財団法⼈地域活性化センター）」を参考に、特産販売所（農林⽔産物直売所も含む）の平均値
として、412 ㎡程度を⾒込みます。 

なお、施設の延床⾯積に対する調査結果となるため、バックヤードを含む⾯積とします。

 
資料：『道の駅』を拠点とした地域活性化 調査研究報告書（H24.3 財団法⼈地域活性化センター） 

 ２） 飲食スペース 

飲⾷スペースの必要規模は、「『道の駅』を拠点とした地域活性化 調査研究報告書（H24.3
財団法⼈地域活性化センター）」を参考に、飲⾷施設の平均値として、251 ㎡程度を⾒込みま
す。 

 
資料：『道の駅』を拠点とした地域活性化 調査研究報告書（H24.3 財団法⼈地域活性化センター） 
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 ３） ６次産業施設（加工場） 

６次産業施設の必要規模は、「『道の駅』を拠点とした地域活性化 調査研究報告書（H24.3
財団法⼈地域活性化センター）」を参考に、農林⽔産物加⼯場の平均値として、200 ㎡程度を
⾒込みます。 

 
資料：『道の駅』を拠点とした地域活性化 調査研究報告書（H24.3 財団法⼈地域活性化センター） 

 
 

 ４） 会議室 

会議室は、「道の駅⻘雲橋」の事例を参考
に、研修室や農商⼯連携推進室の⾯積を参
考に、１室あたり 40.8 ㎡とし、２室分の
81.6 ㎡とします。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ５-７ 道の駅 青雲橋の配置図（２階） 

 

 ５） 事務室 

事務室は、「道の駅⻘雲橋」の事例を参考
に、約 20 ㎡と設定します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ５-８ 道の駅 青雲橋の配置図（１階） 
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 １） 防災情報提供施設 

防災関連の情報提供施設については、情報発信機能の「情報提供施設、観光案内所等」に含
めることとし、⾯積算定には含めないこととします。 

 
 

 

 １） パーク＆バスライド 

五ヶ瀬町の国道 218 号には、⾼速バスが運⾏しています。そこで、活性化拠点施設内に停留
所と合わせて、駐⾞スペースを確保することで、パーク＆バスライドを実施します。 

なお、駐⾞スペースは 10 台と設定し、駐⾞場の必要規模は H17 休憩施設設計要領に基づき
算出することで、200 ㎡と設定します。 

 

 ２） 高速バス・路線バス停留所 

⾼速バスや路線バスは、敷地内にて乗降することを基本とするため、駐⾞場と隣接した場所
に停留所を設けます。そこで、下図のように、⼤型⾞の駐⾞マスに、前後６ｍの緩衝スペース
を確保した⾯積 81 ㎡を、バス停留所の必要⾯積とします。 

 

 
図 ５-９ バス停留スペース 

 
  

13.0m 6.0m 6.0m 

3.25m 

25.0m 
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 施設の必要規模 

 

前項までに検討した各施設の必要規模を踏まえ、改めて以下に整理します。 
なお、前項までに算出した⾯積は、以下の表では 10 ㎡単位で丸めた数字を採⽤します。 

 
表 ５-１０ 各施設の必要規模 

 施設 ⾯積 整備主体 備考 

屋外 

第⼀駐⾞場 1,220 ㎡ 国  
第⼆駐⾞場 1,090 ㎡ 

町 
 

パーク＆バスライド⽤駐⾞場 200 ㎡  
⾼速バス・路線バス停留所 80 ㎡  

 ⼩計 2,590 ㎡   

施設① 
道路利⽤者向けのトイレ 140 ㎡ 

国 
 

国側で整備する情報提供施設 100 ㎡  
⼩計 240 ㎡   

施設② 

観光案内所等 30 ㎡ 

町 

 
休憩施設 140 ㎡  
キッズスペース、授乳室 80 ㎡  
施設利⽤者向けのトイレ 60 ㎡  
農産物直売所 410 ㎡  
飲⾷スペース 250 ㎡  
６次産業施設（加⼯場） 200 ㎡  
会議室 80 ㎡  
事務所 20 ㎡  
⼩計 1,270 ㎡   
廊下等の⾯積 440 ㎡ 町 各室⾯積の 35％※ 
合計 1,710 ㎡   

合計 4,540 ㎡   
※新営⼀般庁舎⾯積算定基準（国⼟交通省）  
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「『道の駅』を拠点とした地域活性化 調査研究報告書（H24.3 財団法⼈地域活性化センター）」
より、半数以上の道の駅が、10,000 ㎡未満となっています。本町は、敷地形状の制約が多く、
広範の平場を確保することは困難なことからも、10,000 ㎡未満の敷地⾯積は妥当であると考え
ます。 
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前項までに整理した数値の規模感について、周辺の類似施設と⽐較して整理します。なお、
⼀部施設は、類似施設の数値を採⽤しています。 
 

表 ５-１１ 類似施設との面積比較 

施設 当該施設 類似施設 備考 
観光案内所 30 ㎡ 

道
の
駅 

⻘
雲
橋 

25 ㎡ 施設⾯積を採⽤ 
飲⾷スペース 250 ㎡ 190 ㎡  
農産物直売所 410 ㎡ 314 ㎡  
キッズスペース 70 ㎡ 70 ㎡ 施設⾯積を採⽤ 
授乳室 10 ㎡ 7 ㎡ 施設⾯積を採⽤ 
会議室（研修室等） 80 ㎡ 41 ㎡ １部屋あたりの⾯積を採⽤ 
駐⾞場 2,310 ㎡ 2,338 ㎡ ⾯積計測（Google Earth） 

駐
⾞
場 

普通⾞ 78 台 
道
の
駅 

⾼
千
穂 

81 台  
⼤型⾞ 8 台 7 台  
⾝障者 2 台 2 台  

ト
イ
レ 

男性 9 器 10 器 ⼩便器・⼤便器の総数 
⼥性 11 器 7 器  
多機能 2 器 2 器  
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 整備構想図 

 広域整備構想図 

「五つの季節がある町 五ヶ瀬町」とし
て、五ヶ瀬町の四季と魅⼒的な資源を各施
設間で紹介したり、活性化拠点施設を中⼼
に、周辺の主要施設との連携（交通ネットワ
ークの形成等）、機能の役割分担を⾏います。
特に、五ヶ瀬ワイナリー等の周辺施設では、
各施設ならではの特徴（強み）を伸ばしてい
きます。 

また、本町は宮崎県の⻄の⽞関⼝にあた
るため、⾼速道路に⾯していない椎葉村や
諸塚村の特産品も取り扱うなど、周辺町村
の窓⼝機能も持たせます。さらに、近隣町村
の有名な観光資源とも連携していきます。 

 
コンセプト❶ 
・宮崎県の⻄の⽞関⼝として、観光⾯等に

おける県の総合窓⼝的な役割を担う場
所 

 
コンセプト❷ 
・四季を感じられる地域性を活かし、年間

を通じて楽しめる町であることをアピ
ールする場所 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                       図 ６-１ 広域整備構想図 
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 活性化拠点施設の整備構想図 

活性化拠点施設の整備候補地として、現在の特産センターごかせの場所を設定します。現在は、
狭⼩な駐⾞場スペースしかなく、活性化拠点施設の整備候補地には適しませんが、今後⾼速道路
（五ヶ瀬⾼千穂道路）⼯事に伴う建設発⽣⼟を有効活⽤した、盛⼟拡幅が予定されています。盛
⼟拡幅した場合は、最⼤ 5,085 ㎡の⽤地を確保できますが、不整形地であるため、⾞両動線や各
施設間の隔離距離等を考慮して配置すると、前項までに整理した導⼊機能を全て⼊れることは困
難です。 

⼀⽅で、特産センター⽤地以外で、現時点で活性化拠点施設の整備に適した⽤地は存在してい
ません。また、今後蘇陽五ヶ瀬道路の開通が予定されていますが、現時点での活性化拠点施設の
ための新たな⽤地取得は困難な状況です。 

そこで、先⾏して特産センターごかせの場所を暫定利⽤し、蘇陽五ヶ瀬道路の開通にあわせて
⽤地を確保し、導⼊機能を全て盛り込んだ形でリニューアルオープンを⽬指す、２段階整備とし
ます。 

第⼀段階の特産センターごかせの⽤地はあくまで暫定利⽤となるため、当該⽤地の整備費は抑
え、必要最低限の整備が求められます。また、知名度の向上等の観点から、道の駅登録を受ける
ことが望ましいため、24 時間使⽤可能なトイレや、情報提供施設を整備し、「道の駅」登録を受
けられる環境を整えることとします。 
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全ての導⼊機能を配置することや、必要な駐⾞マス数を確保することは不可能であるため、
既存の特産センターごかせの機能に加え、道の駅登録に必要な「トイレ・情報提供施設」の新
設及び、駐⾞スペース確保した整備構想図としました。 

駐⾞マス数としては、⼩型⾞：67 台、⼤型⾞：8 台が確保できましたが、前⾯交通量から算
定した必要な駐⾞台数から⼩型⾞が 13 台分不⾜します。 
 

  
図 ６-２ 活性化拠点施設の整備構想図【第一段階】 
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特産センターごかせの⽴地場所は、拡幅したとしても活性化拠点施設を整備するには、⽤地
が不⾜することが明らかになりました。そこで、第⼆段階の整備として、蘇陽五ヶ瀬道路の開
通に合わせて、IC 周辺で⽤地を確保し、IC に直結した活性化拠点施設の整備を検討します。 

なお、現時点では、整備候補地※が定まっていないため、整形な⼟地での整備構想図を以下に
⽰します。 

※五ヶ瀬町は建蔽率の制限はありませんが、宮崎県の都市計画区域内の⽩地地域の基準を参
考に、建蔽率 70％と仮定したうえで、さらに今後の施設拡張等にも柔軟に対応できるよう、
半分の 35％程度の⽤地を必要な⽤地⾯積として設定します。 

 
 
 
 
 

 
図 ６-３ 活性化拠点施設の整備構想図【第二段階】 

 

施設② 施設①

駐⾞場
約6,000㎡以上

1,710㎡ 240㎡

2,590㎡

※道の駅を想定した場合の配置 
・施設①：国が整備する施設 
・施設②：町が整備する施設 
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 概算事業費の算出 

 概算事業費 

前述の機能及び施設規模を想定した場合、活性化拠点施設の第⼀段階の概算整備費は約 2.8 億
円と想定されます。 

また、第⼆段階の概算事業費は、約 12 億円と想定されます。 
なお、概算事業費については、現段階における想定であり、今後の国等関係機関との協議や基

本設計等の検討・調整により変更となる可能性があります。 
 

表 ７-１ 概算事業費（第一段階） 

区分 主な⼯種 ⾦額（諸経費込）※ 
調査・設計費 測量、地質調査、建築設計、⼟⽊設計 32,000 千円 
撤去⼯事 トイレ、浄化槽、プレハブ 6,000 千円 
建築⼯事 農産物販売所、トイレ・情報発信・休憩施設 138,000 千円 
⼟⽊⼯事 緑地、外構、駐⾞場など 103,000 千円 

計 279,000 千円 
※）盛⼟及び整地費⽤は含まれない。                      ※税抜 

 
 

表 ７-２ 概算事業費（第二段階） 

区分 主な⼯種 ⾦額（諸経費込）※ 
調査・設計費 測量、地質調査、建築設計、⼟⽊設計 152,200 千円 
建築⼯事 農産物販売所、トイレ・情報発信・休憩施設 914,000 千円 
⼟⽊⼯事 緑地、外構、駐⾞場など 138,000 千円 

計 1,204,200 千円 
※）盛⼟及び整地費⽤、⽤地取得費⽤は含まれない。               ※税抜 
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 活用が考えられる補助金 

今後、五ヶ瀬町の直接的な負担額が可能な限り抑制できる以下のような適切な⽀援メニューの
活⽤を検討・調整していきます。 

表 ７-３ 「活性化拠点施設」に関する取組に活用可能な制度 

適⽤施設 制度名 省庁 
農林⽔産物 
直売・物産施設 

地⽅創⽣拠点整備交付⾦ 内閣府 
農⼭漁村振興交付⾦（農⼭漁村活性化整備対策） 農林⽔産省 
⾷料産業・６次産業化交付⾦（加⼯・直売） 
社会資本整備総合交付⾦（社会資本整備総合交付⾦事業） 国⼟交通省 

加⼯施設 浜の活⼒再⽣・成⻑促進交付⾦ 農林⽔産省 
EV 充電設備 電気⾃動⾞・プラグインハイブリッド⾃動⾞の充電インフラ整備

事業費補助⾦ 
経済産業省 

省エネ設備 ⼆酸化炭素排出抑制対策事業費等補助⾦（設備の⾼効率化改修⽀
援事業） 

環境省 

⼆酸化炭素排出抑制対策事業費等補助⾦（地域の防災・減災と低炭
素化を同時実現する⾃⽴・分散型エネルギー設備等導⼊推進事業） 

無料 Wi-Fi 公衆無線ＬＡＮ環境整備⽀援事業 総務省 
イ ンバ ウンド
対応 

訪⽇外国⼈旅⾏者受⼊環境整備緊急対策事業（「道の駅」インバウ
ンド対応拠点化整備事業） 

観光庁 

資料：「令和元年度重点「道の駅」の企画提案の募集について」（国⼟交通省）に加筆
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 事業スケジュール 

活性化拠点施設は、第⼀段階として、現在の特産センターごかせ⽤地を整備し、その後、第⼆
段階として、IC 周辺を含めた新たな整備候補地の選定及び⽤地確保を⾏ない、施設整備の検討を
します。 

 
表 ８-１ 事業スケジュール 

 R４ R５ R６ R７ R８ R９ R10 以降 

整備構想 
       

基本計画 
       

第
⼀
段
階 

計画 
       

設計 
       

⼯事 
       

第
⼆
段
階 

設計 
       

⼯事 
       

備考 

●
蘇
陽
五
ἅ
瀬
道
路
供
⽤
開
始
時 

          

●
施
設
整
備
の
着
⼯ 

   

●
盛
⼟
⼯
事
着
⼯ 

※ ⺠間活⼒導⼊により、設計・⼯事を⼀括発注する場合は、募集段階として、公募のための準備
期間を別途設ける必要がある。ただし、施設整備（設計・⼯事）期間を短縮できる可能性があ
る。 

 

第８章 事業スケジュール 

特産センターごかせの跡地活⽤検討 

 盛⼟ 

募集 ※ 

基本・実施 

実施 
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 事業手法の検討 

 活性化拠点施設の整備主体 

「活性化拠点施設」を道の駅として今後整備していく前提で、以下を整理します。「道の駅」
の整備⽅法には、道路管理者と市町村等で整備する「⼀体型」と市町村で全て整備を⾏う「単独
型」の２種類があります。全国の「道の駅」の整備⼿法の割合は、⼀体型が 658 駅（55％）、単
独型が 540 駅（45％）（令和４年８⽉現在）となっています。今回、特産センターごかせの敷地
では単独型の登録を⽬指し、その後、IC 周辺に改めて整備する際に、⼀体型の整備を⽬指しま
す。 
 

 活性化拠点施設の整備・管理運営手法 

 

活性化拠点施設の管理運営⼿法としては、公共が施設整備及び管理運営を⾏う「公設公営」
⽅式と、公共で施設を整備し、⺠間が管理運営する「公設⺠営」⽅式、⺠間が施設整備及び管
理運営を⾏う「⺠設⺠営」⽅式の３種類があります。 

管理運営⼿法の概要ついて以下に⽰します。 
表 ９-１ 想定される事業手法 

分類 事業⼿法 概要 

公設公営 
（従来⽅式） 

直営⽅式 
・町において直接管理運営を⾏う⽅法。 
・トイレの維持管理やレストラン・販売施設の運営等、施

設毎に業務委託⼜はテナント⽅式をとる場合が多い。 

公設⺠営 
（設計・施⼯／
維持管理・運営
分離⽅式） 

指定管理者制度 
・施設全体の管理運営を公共的団体⼜は⺠間事業者等に委

ねる⽅法。 
・レストラン・販売施設はテナント⽅式による場合もある。 

第三セクター 
・国や地⽅公共団体（第⼀セクター）と⺠間事業者（第⼆

セクター）との共同出資で設⽴された法⼈による運営を
⾏う⽅法。 

⺠設⺠営 

PFI ⽅式 
（BOT ⽅式・ 

BTO ⽅式） 

・公共施設等の建設、運営、維持管理等を⺠間の資⾦、経
営能⼒及び技術的能⼒を活⽤して⾏う⼿法。 

リース⽅式 
（事業契約⽅式） 

・⺠間事業者による施設建設後、町に所有権を移転し、建
設費・維持管理費を町が事業者に割賦返済する⽅式。 

DBO ⽅式 
・資⾦調達は⾏政が⾏うが、設計、建設、⻑期運営まで⼀

括して⺠間企業が⾏う⼿法。 
・PFI ⽅式に準じた⽅式。 
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活性化拠点施設は、道路利⽤者の利便性の確保、地域住⺠の⽣活向上への寄与や地域活動⽀
援など公益的な役割を担うとともに、特産品販売などの物販事業や飲⾷事業などの収益事業を
通じ、地域の活性化を図る施設であり、「公益性」と「収益性」の両⾯を併せ持っています。 

また、活性化拠点施設は集客施設であるため、顧客サービスやイベント企画等によるにぎわ
いの創出が求められます。 

こうしたにぎわいの創出や安定的な収益性の確保、集客、販売、企画、サービス及び⼈材育
成などの経営に関するノウハウは、⺠間が得意とするところであることから、整備・管理運営
⼿法としては、⺠間が管理運営を⾏う「公設⺠営」⽅式や「⺠設⺠営」⽅式を中⼼に検討を進
めていきます。なお、五ヶ瀬町では、既存施設の第三セクターによる運営実績が複数存在して
いることから、活性化拠点施設との⼀体的な管理運営の検討も期待できます。 

また、「公設⺠営」⽅式及び「⺠設⺠営」⽅式の導⼊においては、災害時にも柔軟に対応でき
るように配慮し、検討を⾏います。 

表 ９-２ 事業手法のメリット・デメリット 

事業⼿法 メリット デメリット 

公設公営 
（従来⽅式） 直営⽅式 

・公共⽬的が直接反映できる。 
・⼀定の質のサービスが期待で

き、公平性・継続性が担保され
る。 

・⾏政施策との連携が図りやす
い。 

・収益施設の運営ノウハウが
ないため、道の駅の総合的な
管理運営が困難となる。 

・予算執⾏の⾯で、柔軟な対応
ができない場合がある。 

公設⺠営 
（設計・施⼯／
維持管理・運営
分離⽅式） 

第三 
セクター 

・⺠間ノウハウを活かして、効果
的、効率的な施設運営が期待さ
れる。 

・公的セクターであるため、信頼
性が⾼く評価される。 

・従来の契約形態のため地元企業
は参画しやすい。 

・官⺠の役割分担が不明確な
場合、必要以上に資⾦負担が
⾏政に発⽣する可能性があ
る。 

指 定 管 理 者
制度 

・⺠間ノウハウを活かして、効果
的、効率的な施設運営が期待さ
れる。 

・指定管理期間を定め、PDCA サ
イクルを明確にすることで、サ
ービス改善が図られる。 

・従来の契約形態のため地元企業
は参画しやすい。 

・短期間で指定管理者が交代
した場合、ノウハウの蓄積を
妨げるおそれがある。 

・施設の運営経費が⼗分に確
保されない場合、利⽤者に対
するサービス低下や地域の
雇⽤に影響を与えることも
懸念される。 

⺠設⺠営 
（設計・建設・運
営・維持管理の
包括的⺠間活⼒
導⼊⽅式） 

DBO ⽅式 

・維持管理・運営を踏まえた施設
整備が可能。 

・⺠間ノウハウを活かして、効果
的、効率的な施設運営が期待さ
れる。 

・維持管理・運営段階での施設
リスクは公共が負担する。 

・事業化に時間を要する。 

リ ー ス ⽅ 式
（ 事 業 契 約
⽅式） 

・維持管理・運営を踏まえた施設
整備が可能。 

・⺠間ノウハウを活かして、効果
的、効率的な施設運営が期待さ
れる。 

・維持管理・運営段階での施設
リスクは公共が負担する。 

・事業化に時間を要する。 

PFI ⽅式 
BTO ⽅式 
BOT ⽅式 

・維持管理・運営を踏まえた施設
整備が可能。 

・⺠間ノウハウを活かして、効果
的、効率的な施設運営が期待さ
れる。 

・SPC 組成等の⼿間や管理費
が発⽣する。 

・事業化に時間を要する。 
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五ヶ瀬町では、「株式会社五ヶ瀬ハイランド」が「五ヶ瀬ハイランドスキー場」と「ごかせ温
泉森の宿⽊地屋」を運営しており、「五ヶ瀬ワイナリー株式会社」は、「五ヶ瀬ワイナリー」を
運営しています。 

なお、いずれの施設も、特産品の販売や、レストランの運営等、同種機能が含まれています。
今後、整備予定の活性化拠点施設においても同様の機能が配置されることから、各事業部⾨の
効率化を鑑み、既存の第三セクターの⾒直しと新たな事業を追加し、商社⼜は公社として再編
する⽅法若しくは⺠間の活⼒を利⽤する⽅法等を検討し、新たな運営を次年度以降模索するこ
ととします。 

 

 
図 ９-１ 新たな運営体制の方向性 

 

観光協会 

⺠間事業者 
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 実現化に向けた取組方針 

前項までに整理した事項を踏まえ、最も効果的、効率的に町の活性化に資する取組⽅針を以下
に⽰します。 

 「２段階」整備 

 
 

 
 

 道の駅登録 

 
 

 

【前提条件】 
・活性化拠点施設を整備するにあたり、町内の適正地は、特産センターごかせの場所ぐらい

しかない状況。 
・既存の特産センターごかせの敷地では、駐⾞場が不⾜している。 
・⾼速道路の建設⼯事に伴い発⽣する残⼟を⽤いて、特産センターごかせ脇を埋め⽴てて敷

地を拡幅することが可能となった。 
・蘇陽五ヶ瀬道路の開通に合わせて、新たな代替地を確保し、整備することを考えると、活

性化拠点施設の早期の開業が不可能。 
 

【２段階整備】 
第⼀段階：特産センターごかせが⽴地する場所を拡幅⼯事し、既存の機能に加え、トイレ等

の「道の駅」登録要件を満たす施設を整備する。既存施設を中⼼に、「単独型」と
して、道の駅登録を⽬指す。 

第⼆段階：IC 周辺の⼟地を新たに確保し、活性化拠点施設を整備する。特産センターごかせ
敷地では⼊りきらなかった全ての導⼊機能を盛り込む。リニューアルとして、第
⼀段階で登録された道の駅を引き継ぐとともに、「⼀体型」で整備する。 

 

【前提条件】 
・道の駅に登録されると、知名度があがり、集客の増加が期待できる。 
・既存の施設（特産センターごかせ）を単独型として「道の駅」登録することは可能。 
・第⼆段階で新たに整備した施設を、同じ名称の道の駅として引き継ぐことは可能。 
・単独型で登録した施設を、⼀体型として新たに整備することは可能。 

【道の駅登録】 
・先⾏して、特産センターごかせの「道の駅」登録を⽬指す。 
・新施設整備後、同じ名称で、改めて「道の駅」登録を⽬指す。 
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 施設の魅力付け 

 
 

 

 

 公設民営（第三セクターの見直し） 

 
 

 
 

【前提状況】 
・全国には、約 1,200 の道の駅が存在している。 
・五ヶ瀬町周辺だけでも、８カ所の道の駅が存在しており、それらの施設との差別化を図る

必要がある。 
・「五ヶ瀬町ならでは」の道の駅として、施設の魅⼒付けが必要である。 

【特徴的な施設】 
・導⼊機能において、尖らせるポイントを設定する。 
・ターゲットを明確にするとともに、コアな客層を含めた機能別のターゲットを設定する。 
・維持管理⾯に配慮した中で、話題性の⾼い施設を導⼊する。 
・地域住⺠にも恩恵がある施設との併設を検討する。 

【前提状況】 
・地域の活性化を図る施設であり、「公益性」の担保が必要。 
・にぎわいの創出や安定的な収益性の確保、集客、販売、企画、サービス及び⼈材育成など

の経営に関するノウハウを活かすことが望まれる。 
・五ヶ瀬町には、既存施設の第三セクターによる運営実績が複数存在している。 

 

【公設⺠営】 
・公益性を担保するとともに、町の意向を設計に反映するために、「公設」を前提とする。 
・ただし、PFI ⼿法等、「⺠設」の可能性がある場合は、その限りではない。 
・管理運営⼿法については、⺠間ノウハウを最⼤限活⽤できるよう、「⺠営」とする。 
・「⺠営」においては、第三セクターによる運営も考えられ、既に２社が五ヶ瀬町での活動実

績を有しているため、第三セクターの体制を⾒直して、⼀体的に管理することも検討。 
 


